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はじめに

本事業では、大きく分けて以下の2つの取り組みを実施しました。

➢ 自治体コンサルティングを踏まえて、重層的支援体制の体制整備プロセス及び体制整備プロセスの

各段階に必要な取り組み事項を整理する。

➢ 報告書は、次年度以降に全国の各市町村で重層的支援体制整備を検討するにあたって有用かつ参照

しやすい資料となるようなものとする。

➢ 企画委員との協議の上、5つの特性の異なる自治体を選定し、それぞれの自治体の実態に応じた

コンサルティング支援を行う。具体的には、以下のステップで進める。

①実施自治体の選定 ➁実施自治体への事前ヒアリング

➂コンサルティング実施内容・体制の検討 ④各自治体へのコンサルティングの実施

⑤各自治体の取り組み成果と今後の課題整理

２ 自治体コンサルティングを踏まえた自治体内における体制整備手法の整理、公表

1 自治体に対する重層的支援体制の体制整備に向けたコンサルティングの実施
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１ 自治体内における体制整備の手法
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本事業を通じて、体制整備における必要項目を下記の通り整理しました。重層的支援体制を個々の

自治体で導入していくためには、概ね以下の項目に取り組んでいく必要があります。

なお、各項目に関する取り組みの難易度や順序などは、自治体の実情によっても変わってきます。

体制整備に取り組む際は、各自治体の状況に応じて柔軟に対応してください。

自治体内における体制整備において必要な項目の整理

✔ 地域に対する現状把握ができているか

✔ 地域共生社会の理念に対する地域関係者の理解が得られているか

✔ 重層的支援体制整備事業に対する庁内の共通理解が図れているか

✔ 地域資源の把握・関係機関間の関係構築ができているか

✔ 社会資源を活用できる人材の育成ができているか
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まずは、体制整備に取り組む自治体の現状について、様々な視点から把握していくことが重要とな

ります。体制整備においては、地域の特徴、課題、強み・弱みなどを整理しながら、自治体オリジナ

ルのストーリーを組み立てていくことが必要です。

自治体オリジナルの体制整備を進めるためには、現状把握の解像度を上げていくことが求められま

す。自治体内で現在起きている問題や困りごとについて、きれいな表現でまとめようとはせず、あり

のままを具体的に洗い出すようにしましょう。

体制整備において必要な項目の概要（1／5）

✔ 地域に対する現状把握ができているか

8050問題の
支援体制構築が必

要

・・・ ・・・ ・・・

そもそも重
層的支援の
考えが庁内
に浸透して
いない

担当者によ
り、ひきこ
もり支援の
方針にばら
つきがある

・・・

8050問題の
相談が増え
ている

しかし、支
援を要する
ケースがど
の程度ある
か、把握で
きていない

部門を超え
た連携はま
だ十分では

ない
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一方で、現状把握を進める際には各論的なテーマ（特定の担当課のみに関係する問題など）のみに

とらわれ過ぎないことも大切です。そのような専門的なテーマだけでなく、「現時点で相談の受け皿

が無いケース」「各課でより連携したほうがいい事例」など、視野を広げ、全体感をもって把握する

ことが重要となります。

このように地域の現状把握においては、複数の視点による客観的な把握が欠かせません。担当者が1

人で対応するのではなく、必ず複数人・複数部署で協力して取り組むことが求められます。なお、よ

り客観的な判断を行うためには、有識者や他自治体の職員など、外部の第三者の介入をはさむことも

有効です。

体制整備において必要な項目の概要（1／5）

✔ 地域に対する現状把握ができているか

担当者により、
ひきこもり支
援の方針にば
らつきがある

A課

B課

C課

重層的支援体制整備事業に関係する範囲
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重層的支援体制整備は、地域共生社会の実現に向けた手段のうちの一つにすぎません。そして地域

共生社会の実現のためには、多様な機関が協働して地域課題の解決にあたることが重要です。そのた

め、重層的支援体制整備においても、地域の関係者の理解を得て、取り組みに巻き込んでいくことが

必要となります。

地域福祉の担い手である地域関係者にも、地域共生社会の理念に関する理解を深めていただき、協

働を促していくことが重要です。

体制整備において必要な項目の概要（2／5）

✔ 地域共生社会の理念に対する地域関係者の理解が得られているか

地域関係者

地域共生社会
の実現

重層的・・・・・・
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体制整備のためには、地域の多様な機関や相談支援団体が協働していく必要があります。しかし、

庁内における内部調整がないまま体制整備を推進しても、円滑な多機関協働の推進は期待できません。

そのため、重層的支援体制整備事業に対する庁内での共通理解を図ることが必要です。

また、自治体において初めて重層的支援体制整備を行う際、庁内のどこかの組織、または個人がそ

の推進役として抜擢されることが多くあります。しかし、体制整備においては複数人・複数部署で関

与することが理想であり、それができなかった場合、特定の組織や個人に負担が集中しかねません。

このような状況を避けるためにも、庁内の共通理解を図ることが重要だといえます。

体制整備において必要な項目の概要（3／5）

✔ 重層的支援体制整備事業に対する庁内の共通理解が図れているか

A課

B課

C課

地域の多様な機関

行
政
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多様な機関が協働していくためには、まず、関係者が地域にある社会的資源を把握しておくことが

必要です。困難ケースに直面した際に、地域でそのニーズを満たすことができる機関をイメージでき

るかどうかが、多機関協働においてポイントとなります。

また、関係機関同士が普段から情報共有できる状態にしておくことも重要です。ここでいう「情報

共有ができる状態」とは、各機関の役割、業務内容及び困りごとなどが相互に理解され、困難ケース

に直面した際に円滑に協力できる関係性がある状態を指しています。単なる情報交換に留まらず、各

機関の担当者同士が気軽にコミュニケーションをとれる関係性が理想です。

体制整備において必要な項目の概要（4／5）

✔ 地域資源の把握・関係機関間の関係構築ができているか

機関A 機関B

業務内容

困りごと

事例共有
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関係者が地域の社会的資源を把握し、相互の関係性を構築できたとしても、ケースに応じた適切な

支援を紹介できなければ、困難ケースの解決にはつながりません。そのため、ニーズに応じて地域の

社会資源をコーディネートし、多様な機関、多様な人材を巻き込んでいくことができる、企画立案力

や伝達力をもった人材を育成していくことが重要です。

そのような影響力をもった人材をできるだけ多く輩出し、育てていくことで、本質的な意味での重

層的支援が可能となります。

体制整備において必要な項目の概要（5／5）

✔ 社会資源を活用できる人材の育成ができているか

困難事例

機関A

機関B

機関C

・・・

・・・

・・・

△

×

○
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各項目について、本事業における自治体コンサルティングの事例を基に、具体的な取り組み例を整

理しました。詳細を次ページ以降に記載しています。

体制整備における各項目の具体的な取り組み例

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 地域に対する現状把握ができているか ① アセスメントシートの活用

✓ 地域共生社会の理念に対する
地域関係者の理解が得られているか

② 地域共生社会の理念に関する勉強会等の開催

✓ 重層的支援体制整備事業に対する
庁内の共通理解が図れているか

③ 重層的支援体制整備事業に関する庁内関係者向け勉強会等の開催

④ 重層的支援体制整備事業を通じて目指したい地域像に関する庁内協議の実施

⑤ 他自治体職員との意見交換会の実施

✓ 地域資源の把握・関係構築ができているか ⑥ 地域関係者向け事例検討ワークショップ等の開催

✓ 社会資源を活用できる
人材の育成ができているか

⑦ フィールドワークを通じた実践的研修の開催
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体制整備における各項目の具体的な取り組み例（1／7）

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 地域に対する現状把握ができているか ① アセスメントシートの活用

自治体の現状について、地域の特徴、課題、強み・弱みなど、様々な視点から把握するため、以下

のようなアセスメントシートを用いると効果的です。

自治体基礎情報 庁内組織図

人口

圏域数

機関名 委託先

地域共生社会に資する取り組みを担う担当課

相談支援機関情報

作成日作成に携わった課及び機関

課題現状

アウトリーチ等

を通じた

継続支援事業

多機関協働事業

重層的支援体制

整備事業実施に

向けた仕組み・

人材

参加支援事業

地域づくり事業

包括的相談支援

事業

財政部との折衝

状況

重層的支援体制

整備事業の意

義・理念の共有

庁内・多機関の

協力体制

課題強み現状（実施している取り組み）

ポイント

• 1人の担当者が作成するのではなく、

必ず複数人・複数部署で協力して取り

組む

• 有識者や他自治体の職員など、第三者

の介入をはさむと、より客観的な視点

での現状把握が可能となる

• 地域で実際に起っている事象やその背

景について、きれいな表現でまとめよ

うとせず、できるだけ具体的に記入す

る

アセスメントシート（イメージ）
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体制整備における各項目の具体的な取り組み例（2／7）

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 地域共生社会の理念に対する
地域関係者の理解が得られているか

② 地域共生社会の理念に関する勉強会等の開催

重層的支援体制整備の根幹となる地域共生社会の理念について、地域関係者を対象に勉強会を開催

することで、関係者の理解を得て、取り組みに巻き込んでいくことができます。

ポイント

• 地域共生社会の理念に詳しい専門家に

講師依頼を行うと、地域関係者の理解

がより深まる

• 講師を外部の有識者に依頼する場合で

あっても、主催者である自治体側から、

地域関係者へ向けた発信（自治体とし

ての現状認識、今後の取り組みイメー

ジ、等）を行うことが重要である

勉強会資料イメージ
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体制整備における各項目の具体的な取り組み例（3／7）

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 重層的支援体制整備事業に対する
庁内の共通理解が図れているか

③ 重層的支援体制整備事業に関する庁内関係者向け勉強会等の開催

庁内向けの勉強会等を開催することで、庁内の共通理解を図るとともに、当事者意識の醸成につな

がります。

ポイント

• 事業の説明に終始せず、参加者に当事

者意識をもっていただき、関係者とし

て巻き込んでいくことを目指す

勉強会資料イメージ
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体制整備における各項目の具体的な取り組み例（4，5／7）

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 重層的支援体制整備事業に対する
庁内の共通理解が図れているか

④ 重層的支援体制整備事業を通じて目指したい地域像に関する庁内協議の実施

勉強会等を踏まえ、重層的支援体制整備事業を通じて目指したい地域像を関係者間で協議すること

で、結果的に全体の共通理解につながります。

ポイント

• 単なる情報交換に留まらず、関係者同士の今後の関係性構

築も兼ねて実施する

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 重層的支援体制整備事業に対する
庁内の共通理解が図れているか

⑤ 他自治体職員との意見交換会の実施

重層的支援体制の整備に取り組む他の自治体との意見交換の場をもつことで、体制整備に関する不

安の解消や、ノウハウの獲得につながります。
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体制整備における各項目の具体的な取り組み例（6／7）

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 地域資源の把握・関係構築ができているか ⑥ 地域関係者向け事例検討ワークショップ等の開催

単なる情報交換ではなく、各機関の担当者同士が、事例をもとに社会資源を十分に活用した支援の

あり方を模索することで、今後の円滑な多機関協働につながります。

ポイント

• 地域関係者の交流を通じて、今後のさ

らなる連携を模索していくことが目的

である

• 事例検討ワークショップでは、各機関

の特徴や業務内容に加えて、抱えてい

る課題や困難事例を共有することで、

連携のきっかけが生まれる

• 事例検討ワークショップでは、有識者

の視点でフィードバックを受けること

で、地域の課題を客観的に把握するこ

とができる

ワークショップ資料イメージ
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体制整備における各項目の具体的な取り組み例（7／7）

体制整備における項目 具体的な取り組み例

✓ 社会資源を活用できる
人材の育成ができているか

⑦ フィールドワークを通じた実践的研修の開催

多機関協働を担う地域関係者に対して、ワークを通じて福祉を超えた他分野との協働を創出するこ

とで、よりレベルの高い人材育成が可能となります。

ポイント

• フィールドワークを行うにあたって、

福祉を超えた他分野との協働が必要で

あることを参加者に実感させることが

重要である

• 社会資源を活用できる人材を育成する

だけでなく、その人材が今後もこの取

り組みを継続していけることが重要で

ある

研修資料イメージ
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2 取り組み事例
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取組事例① 埼玉県草加市

埼玉県草加市では、下記のような現状認識となっていました。

地域共生関係の所管部署 • 福祉政策課 政策総務係

取り組みのきっかけ • 平成30年度以前より、CSWの設置についての検討はあった。

地域共生社会実現に
向けた動きの沿革

• 平成30年度よりモデル事業を実施している。
→CSWを設置（3名・社会福祉協議会に委託）
CSWの役割：制度の狭間の相談を受ける→庁内にも相談支援包括化推進員を設置
推進員の役割：他機関を含めたケース会議の実施等

重層的支援体制整備
に関する関係者の
関心・認知度

• 社会福祉協議会は、重層的支援体制整備事業を、地域福祉の推進に向けて「実施が必要な事業」であるという認識をし
ている。

• 関係部署において、重層的支援体制整備事業の必要性についての認識に差がある。
• 厳しい人員体制の中で業務を実施しており、事業実施に伴い、従来業務に更なる業務が上乗せされるような印象だと拒

絶される恐れがある。
• 「断らない相談支援」「参加支援」等をどこまでやるのか、どういった実施イメージになるのかなどについての共通認

識づくりが難しい。
• 令和4年度からの事業実施に向けた財務部との折衝に着手する予定である。

重層的支援体制整備事業
を通じて

実現させたいこと

（地域福祉計画より）
「全ての市民が、障がいの有無や介護の必要性にかかわらず、地域社会の中でその人らしく、いきいきと安心して暮らす
ことのできるまち」
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取組事例① 埼玉県草加市

現状認識をもとに、埼玉県草加市では、以下の目標と取り組み事項を掲げました。

今年度末の目標

• 地域関係者が地域共生社会の理念を理解し、共通認識を持つ

• 地域資源の把握及び関係機関間で協働する意義の理解を通じて、参加支援の具体的なイメージを持つ

ⅰ）地域共生社会の実現に向けた人材育成研修の実施

ⅱ）自治体間意見交換会への参加

具体的な取り組み事項
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取組事例① 埼玉県草加市

ⅰ）地域共生社会の実現に向けた人材育成研修の実施 について、下記の要領で実施しました。

日時

【第1回】
2022年1月25日（火）15:00-17:00
【第2回】
2022年2月10日（木）10:00-12:00

会場 第1回、第2回共にオンライン実施

参加対象 行政職員、包括的相談支援事業職員、地域づくり事業職員等

参加者数
※申込時点

【第1回】42人
【第2回】46人

講師

【第1回】
石川 紀子 氏（厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 地域共生社会推進室）
加藤 恵 氏（半田市障害者相談支援センター センター長）

【第2回】
猿渡 進平 氏（医療法人静光園白川病院 医療連携室長）
大原 裕介 氏（社会福祉法人ゆうゆう理事長）
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取組事例① 埼玉県草加市

第1回研修会は下記のプログラムで実施しました。

時間 内容 詳細

14:45 Zoom開場

15:00 草加市より開催挨拶

15:05 本日の流れと目的の説明

15:10
【政策説明】
「地域共生社会の理念】
講師：石川 紀子 氏

地域共生社会及び重層的支援体制整備事業の理念の理
解を促す。

15:50 休憩

16:00

【グループディスカッション①】
「複合事例の検討」
・講師より事例紹介
・グループでの意見交換
・グループで出た意見の全体共有（1~2グループ）
と講師コメント（20分）
講師：加藤 恵 氏

複合事例について検討することで多機関協働を考える
きっかけをつくる。

16:45 次回研修についてのアナウンス

17:00 終了
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取組事例① 埼玉県草加市

第2回研修会は下記のプログラムで実施しました。

時間 内容 詳細

9:45 Zoom開場

10:00 草加市より開催挨拶

10:00 本日の流れと目的の説明

10:05

【グループディスカッション①】「草加市の相談支援の現状」
・事前課題シートの基づき、
（A)「連携して対応に成功したケース」の共有、（a）「連携の成功要因」
についての検討

・グループでの分析内容の全体共有（1~2チーム）と講師コメント
講師：猿渡 進平 氏

大原 裕介 氏

連携に成功した事例を共有することで多
機関が連携することの重要性の理解を促
す。
また多機関協働において求められている
要素についての理解をグループワークを
通じて促す。

10:45 休憩

10:50

【グループディスカッション②】「地域資源の共有・発見」
・事前課題シートに基づき、
（B)連携が難しかった／関知したが、解決に結びつかなかったケース
（b）連携したかった機関は？、（c）あったらよかった社会資源は？
・上記3点について、共有する

・グループでの議論内容の全体共有と講師コメント
講師：上記と同様

事例共有をグループ内で実施することで、
草加市内の相談支援の現状を把握するこ
とを促す。
また、解決に結びつかなかったケースに
対して、どのような社会資源が必要とな
るかということを議論することで新たな
地域資源の発見を促す。

11:40 事務連絡

12:00 終了
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取組事例① 埼玉県草加市

ⅱ）自治体間意見交換会への参加 について、下記の要領で実施しました。

日時

【第1回】
2022年2月14日（月）13:00-15:00
【第2回】
2022年3月11日（金）13:00-15:00

会場 第1回、第2回共にオンライン実施

参加対象 行政職員

講師

斉藤 正晃 氏
（福井県坂井市 健康福祉部 福祉総務課）

江崎 崇 氏
（愛知県豊田市 福祉部 福祉総合相談課）

参加自治体

• 埼玉県行田市（健康福祉部 福祉課、子ども未来課、高齢者福祉課、保健センター）
• 埼玉県草加市（健康福祉部 福祉政策課）
• 北海道苫小牧市（福祉部 総合福祉課）
• 北海道釧路市（福祉部 生活福祉事務所）
• 福岡県大牟田市（保健福祉部 福祉課総合相談担当）
• 福井県坂井市（健康福祉部 福祉総務課）
• 愛知県豊田市（福祉部 福祉総合相談課）
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取組事例① 埼玉県草加市

第1回意見交換会は下記のプログラムで実施しました。

時間 内容

13:00 本日の流れの説明

13:05 【事例紹介】「坂井市の重層的支援体制構築に向けた取り組み」

13:40 休憩

13:50
【質疑応答】
参加者より寄せられた重層的支援体制整備事業に関する質問に対して、参加自治体間で意見交換を行う。

14:35
次回についてのアナウンス（課題シートの説明）
アンケート回答

15:00 終了
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取組事例① 埼玉県草加市

第2回意見交換会は下記のプログラムで実施しました。

時間 内容

13:00 本日の流れの説明

13:05
【自治体現状共有】
自治体アセスメントシートを基に自治体の現状共有

13:45 休憩

13:50
【自治体間意見交換】
「重層的支援体制構築に向けた取り組みについて」
事前アセスメントシートを基に参加自治体間で意見交換を行う。

14:45 アンケート回答

15:00 終了
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取組事例① 埼玉県草加市

取り組みを通じて、埼玉県草加市では以下のような効果が得られました。

掲げた目標と、得られた成果

• 地域関係者が地域共生社会の理念を理解し、共通認識を持つ

→自治体職員、専門職を対象に重層的支援体制整備事業の政策説明を行うことで、地域共生社会の理念に対する理解が深まった。

また、地域関係者が重層的支援体制整備事業の意義を感じることができた。

→自治体間意見交換会にて重層的支援体制整備事業を既に実施している自治体の実例を知ることができ、関係部署内の職員の

重層的支援体制整備事業の意義に対する理解が深まったことで、対外的に当該事業の意義を訴求しやすくなった。

• 地域資源の把握及び関係機関間で協働する意義の理解を通じて、参加支援の具体的なイメージを持つ

→研修を実施することで、多機関で交流することができ、多機関での顔の見える関係を構築することができた。

→多機関で困難事例を検討することで、研修受講者が多機関で協働することの意義を感じることができた。

→困難事例の検討により他機関との連携イメージが創発され、どういったケースにどのような機関と連携して対応にあたる

べきかを考えることができた。
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取組事例② 北海道苫小牧市

北海道苫小牧市では、下記のような現状認識となっていました。

地域共生関係の所管部署 • 福祉部総合福祉課

取り組みのきっかけ • 高齢者・障がい者、生活困窮者等の分野を超えた複合的な課題に包括的・一元的に対応する窓口機能を検討してきた。

地域共生社会実現に
向けた動きの沿革

• 令和元年度、地域共生社会を考える地域福祉セミナーを実施し、ディスカッションを通じて地域包括支援センター7圏
域の課題を発見した。

• 同年に共生社会を考えるシンポジウムを実施した。

重層的支援体制整備
に関する関係者の
関心・認知度

• 専門職の間でも経験や能力にばらつきがあり、重層的支援体制整備の意義についての理解に差異が見られる。

重層的支援体制整備事業
を通じて

実現させたいこと

（地域福祉計画より）
「誰もが住み慣れた地域の中で、心豊かに安心して暮らしていけるまち」
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取組事例② 北海道苫小牧市

現状認識をもとに、北海道苫小牧市では、以下の目標と取り組み事項を掲げました。

今年度末の目標

• 参加支援、地域づくり支援等に活用可能な社会資源を開発する

• 専門職の企画立案力や伝達力を養成する

ⅰ）実践研修の実施

ⅱ）自治体間意見交換会への参加

具体的な取り組み事項
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取組事例② 北海道苫小牧市

ⅰ）実践研修の実施 について、下記の要領で実施しました。

日時

【第1回】
2022年2月16日（水）13:00-15:00（中止）
【第2回】
2022年3月23日（水）13:30-15:30

会場 苫小牧市文化会館第2・3会議室

参加対象 相談支援従事者、福祉関係事業者、地域共生に資する行政担当者

参加者数
※申込時点

25人

講師
猿渡 進平 氏（医療法人静光園白川病院 医療連携室長）
大原 裕介 氏（社会福祉法人ゆうゆう理事長）
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取組事例② 北海道苫小牧市

研修は下記のプログラムで実施しました。

時間 内容

13:30 開催挨拶

13:35 本日の目的と流れの説明

13:4O
【講演】
「『なんとかしたい／したかった』からはじまる」
講師：猿渡 進平 氏

14:20 休憩

14:30

【ワークショップ】
（１）ワークシート記入
・自分の「なんとかしたい／したかった」をふり返る
・「誰とつながればよかったんだろう」を考える

（２）参加者同士でワークシートの内容共有
（３）全体共有・メンタリング
講師：猿渡 進平 氏

大原 裕介 氏

15:25
事務連絡
アンケート回答

15:30 終了
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取組事例② 北海道苫小牧市

取り組みを通じて、北海道苫小牧市では以下のような効果が得られました。

掲げた目標と、得られた成果

• 参加支援、地域づくり支援等に活用可能な社会資源を開発する

→自治体職員、専門職を対象に研修を実施することで、福祉分野にとられない他分野との協働が重要であることを理解すること

ができた。フィールドワークを実施できなかったため、社会資源の開発は今後の課題となる。

• 専門職の企画立案力や伝達力を養成する

→研修内でワークシートの記入やディスカッションを行ったことで、他分野との協働を企画に落とし込むイメージが湧いた。

企画した内容を実践していくことが今後の課題となる。

• その他
→自治体間意見交換会にて重層的支援体制整備事業を既に実施している自治体の実例を知ることができ、関係部署内の職員の
重層的支援体制整備事業の意義に対する理解が深まったことで、対外的に当該事業の意義を訴求しやすくなった。


